
目
的
・
概
要

（１）地球温暖化対策の推進
・温室効果ガスの排出量を減らし、地球温暖化防止を図るため、山形市地球温暖化対策実行計画の推進に努
めます。
・省エネルギーを更に推進するため、市民と一体となった啓発活動を推進します。
・安定した市民生活を確保するため、太陽光以外の新たな再生可能エネルギーの活用を検討し、これら再生
可能エネルギーの普及促進を図ります。

（２）循環型社会の形成
・循環型の暮らしの実現に向け、ごみを出さないライフスタイルへの転換を図るため、市民・事業者との連
携によるごみ減量に向けた取組を継続して行います。
・事業系ごみが増加傾向にあることから、事業系ごみの減量に向けた取組を行います。
・循環型社会の形成を一層進めるため、山形広域環境事務組合で整備する新清掃工場において、廃棄物から
資源やエネルギーを回収し、有効活用します。

重点政策評価調書

No. 7 重点政策名 山形の自然を活かした環境にやさしいまちづくり

評
価
結
果

内容

【評価】
　おおむね計画通りに進捗しているが、リサイクル率が下がっており、更にごみの減量と再資源化を促進す
るため、多くの市民及び事業者に対して、実施している事業への理解と参加を周知していく必要がある。

1,657
千t-CO2

1,657
千t-CO2 →

↗
↗

リサイクル率 25.8% 19.1% 18.1％ ↘

成
果
指
標

事業系ごみの排出量

達成度

山形市におけるＣＯ２排出量
1,640

千t-CO2

達成度　◎:目標値を既に達成、○:H31まで目標値を達成できる見込み、
　　　　矢印表記:H31までに目標値達成できるか現時点では不明確のため、当初値からの状況を示す

↗
公衆街路灯のＬＥＤ機器への交換に対する助成件数 250灯 48灯 360件 ◎

↗
家庭系ごみの排出量 50,900t 53,008t 52,242ｔ

21,100t 25,078t 24,498ｔ

再生可能エネルギーの導入及び導入を支援したことによる
年間のＣＯ２削減量

11,720
t-CO2

6,005
t-CO2

6,868
t-CO2

山形市におけるごみの排出量
（家庭系＋事業系）

72,000ｔ 78,086ｔ 76,740ｔ

指標名 目標値 当初値 H28実績値
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No. 7-1 重点政策名 ７．山形の自然を活かした環境にやさしいまちづくり

主管課 環境課 施策名 （１）地球温暖化対策の推進

目
的
・
概
要

①省エネルギーの促進と啓発
　省エネルギーに関する啓発を行うとともに、公衆街路灯のＬＥＤ化に対して支援を行います。

②新たな再生可能エネルギーの活用の検討
　地中熱（地下水熱）、小水力及びバイオマスなど、太陽光以外の再生可能エネルギーについて再評価し、
その可能性を見極めながら、総合的な再生可能エネルギーの導入を検討します。

③公共施設への再生可能エネルギーの導入の検討
　太陽光を始め、地中熱（地下水熱）、小水力及びバイオマスなど、それぞれの公共施設に適切な再生可能
エネルギーの導入を検討します。

④再生可能エネルギーの導入の促進
　太陽光発電装置やペレット・薪ストーブなどの再生可能エネルギー活用設備を設置する市民又は事業者に
対して支援を行います。

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 H31

公衆街路灯のＬＥＤ機器への交換に対す
る助成件数

48灯 250灯 521灯 360灯

再生可能エネルギーの導入及び導入を支
援したことによる年間のＣＯ２削減量※

6,005
t-CO2

11,720
t-CO2

6,449
t-CO2

6,868
t-CO2

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29予算 Ｈ30 Ｈ31 合計

事業中

事業概要

町内会等が進めるLED照明の新設や既存の街路灯のLEDへの切り替えを、電
気料金と併せて助成。
【H27】 電気料金補助 68,546,520円 設置補助 15,365,467円
【H28】 電気料金補助 49,989,420円 設置補助 17,327,739円

課題等

公衆街路灯助成事業

95,093 67,369 67,348

完了

事業概要

地中熱（地下水熱）、小水力及びバイオマスなど、太陽光以外の再生可能エネ
ルギーについて再評価し、その可能性を見極めながら、再生可能エネルギーの
導入を検討する。
【H28】 平成29年3月　再生可能エネルギー導入計画策定
  （目標年度：平成32年度）

課題等

（仮称）山形市再生可能
エネルギー導入計画の
策定

0 208 0

事業中

事業概要

【H27】 「山形市再生可能エネルギー導入計画」策定に向けた調査実施
     椹沢コニュニティセンターへの地中熱利用空調設備導入に向けた庁内
  会議開催
【H28】 「山形市再生可能エネルギー導入計画」策定
     椹沢コニュニティセンター建設予定地での地中熱利用可能性調査の実施

課題等

山形の自然を活かした
再生可能エネルギー導
入事業

0 2,862 0
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事業中

事業概要

【H27】 太陽光発電装置及び蓄電池設置：公民館３館、コミュニティセンター6館
  太陽光街路灯設置：コミュニティセンター１館
【H28】 太陽光発電装置及び蓄電池設置：コミュニティセンター1館
　太陽光街路灯設置：コミュニティセンター１館

課題等

防災拠点施設への再生
可能エネルギー導入事
業

0 0 0

事業中

事業概要
【H27】 上下水道施設管理センター太陽光発電設備設置工事
【H28】 蔵王ダム導水管小水力発電設備設置事業
  第２減圧井においての民間活力導入検討及び事業用地調査

課題等

上下水道施設における
再生可能エネルギー利
用推進事業

68,066 0 23,500

事業中

事業概要

【Ｈ27】太陽光発電以外（マイクロ水力、小水力）の再生可能エネルギー設備 導
入の検討。太陽光発電設備を含む総合的な再生可能エネルギー設備等を対象
とする補助制度の検討。
【H28】 山形市再生可能エネルギー導入計画の策定。
  太陽光発電以外の再生可能エネルギー設備導入の検討（小水力等：
  民間企業と地元との調整の支援、導入可能性の調査・研究導入に係
  る庁内調整）太陽光発電設備を含む総合的な再生可能エネルギー設
  備等を対象とする補助制度の検討。

課題等

　再生可能エネルギーに係る事業は、一般的に候補地の選定調査・検討、地元
や電力会社との調整、様々な権利の手続きなど、事業化までには2年～５年程
かかることや、地元などの理解が得られなければ最終的に事業化に至らない可
能性もあることやから、すぐに成果として表れにくいことがある。

事業系再生可能エネル
ギー発電設備導入促進
事業

0 0 0

事業中

事業概要

太陽光発電装置設置補助実績
【Ｈ27】  住宅用　：209件 補助金額：24,039千円
    事業所用： 5件 補助金額： 683千円
    合計 ：214件 補助金額：24,722千円
【H28】  住宅用　：222件 補助金額：25,602千円
    事業所用： 5件 補助金額： 884千円
    合計 ：227件 補助金額：26,486千円

課題等

　余剰電力の固定買取価格は、Ｈ31年度以降も引き下げされる見込みであるた
め、蓄電池へ補助を行いながら、売電から自家消費への動きを効果的に支援し
ていく必要がある。また、国は太陽光発電装置単独への補助を終了したが、太
陽光発電等の設備導入を要件としたネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの普及に
ついて目標を設け補助を行っている。山形市でも今後太陽光発電単独への補
助から省エネにも配慮した総合的な設備補助への切り替えも視野に入れ、補助
内容の検討を行う必要がある。

太陽光発電装置設置補
助事業

24,722 26,486 26,500

事業中

事業概要

森林資源の有効活用による二酸化炭素排出抑制、循環型社会の形成を推進す
るため、環境にやさしい木質バイオマスを燃料とするストーブを設置する費用及
び間伐材を搬出する費用の一部を助成した。
【H27】 ペレット・薪ストーブ補助件数　29台、間伐材補助対象搬出量 833㎥
【H28】 ペレット・薪ストーブ補助件数　20台、間伐材補助対象搬出量 1,166㎥

課題等

木質バイオマス需要拡
大支援事業

3,849 3,399 2,000

0191,730 100,324 119,348 0 0
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評
価
結
果

内容

【評価】
　平成２９年３月に新たに再生可能エネルギー導入計画を策定した。この計画策定に先立ち、パイロット事
業として地中熱（地下水熱）を利用した設備の導入に向けた調査事業を行い、平成２９年度に椹沢コミュニ
ティセンターへの導入が具体化している。また、防災拠点施設となる公共施設への再生可能エネルギー導入
についても、山形市地球温暖化対策等推進基金を財源として計画通り進んでいる。
　さらに、再生可能エネルギーの導入促進に向け、太陽光発電装置や木質バイオスを燃料とする設備の設置
に対する支援についても順調に進んでいる。

【課題】
　今後改築等が予定されている公共施設の立地する地域特性を生かした再生可能エネルギーの導入可能性を
調査・検討していかなればならない。また、太陽光以外の再生可能エネルギー設備の導入を促進するための
支援のあり方について検討する必要がある。

【今後の方向性】
　太陽光発電設備以外の再生可能エネルギー設備導入に対する新たな支援を行うとともに、公共施設に導入
する再生可能エネルギーの効果について、施設内への掲示や市ホームページへの公表を通して市民や事業者
に広くPRすることにより普及促進を図っていく。
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No. 7-2 重点政策名 ７．山形の自然を活かした環境にやさしいまちづくり

主管課 ごみ減量推進課 施策名 （２）循環型社会の形成

目
的
・
概
要

① 市民・事業者との連携によるごみ減量の推進
　ごみ減量に対する意識を喚起し、より多くの市民に実践してもらうために、集団資源回収等市民が行う活
動に対して支援を行います。
　市民・事業者・行政が共に考え、実践し、相互に協力連携を図る場として設立した「ごみ減量・もったい
ないねット山形」の活動を支援します。
事業系ごみの発生抑制と資源化を促進するため、事業者に対し計画的な排出抑制対策を講ずるよう啓発しま
す。

② 適正な廃棄物処理体制の充実
　山形広域環境事務組合が整備する新清掃工場において、二市二町の廃棄物から資源やエネルギーを回収
し、有効活用することで循環型社会の形成を一層進めます。

成
果
指
標

指標名 当初値 目標値 H27 H28 H29 H30 H31

家庭系ごみの排出量 53,008t 50,900t 52,772t 52,242t

リサイクル率 19.1% 25.8% 18.6% 18.1%

事業系ごみの排出量 25,078t 21,100t 25,013t 24,498t

主要事業名
事業費（千円） 進捗

状況H27決算 H28決算 H29予算 Ｈ30 Ｈ31 合計

事業中

事業概要

【H27】 リサイクル可能な資源物を集団資源回収で回収。
   実施団体・回収業者へ推進費を交付。
【H28】 リサイクル可能な資源物を集団資源回収で回収。
   実施団体・回収業者へ推進費を交付。
  　回収業者へ軒先回収の回数に応じた推進費を交付。

課題等
　もやせるごみに、古紙類、布類などが含まれており、集団資源回収により更な
る再資源化が必要。

集団資源回収推進事業

62,742 61,936 66,243

事業中

事業概要

【H27・Ｈ28】
ごみ減量啓発・出前講座の実施。
家庭用生ごみ処理機等の購入補助。
乾燥生ごみと野菜の交換事業。

課題等
　市民自らできるごみ減量の手段として、生ごみ処理機等の新規利用の普及が
必要。

生ごみ処理機等購入支
援事業

2,513 2,175 2,412

事業中

事業概要

【Ｈ27・H28】
古紙類の集積所回収
雑がみ回収広報袋の作成・配布による啓発
雑がみ組成分析調査
古紙類等持去り行為防止対策

課題等
　もやせるごみに雑がみなどの古紙類が含まれており、資源物としての分別や
出し方について継続的な周知啓発が必要。

古紙回収支援事業

65,613 64,041 63,917
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事業中

事業概要
【Ｈ27・H28】
ごみ減量に向けた様々な学習会の開催や店頭啓発等に積極的に取り組む市
民団体「ごみ減量・もったいないねット山形」の活動の支援。

課題等

ごみ減量もったいない
ねット山形活動活性化
事業

1,600 1,600 1,600

事業中

事業概要

山形広域環境事務組合へ負担金の支出
【Ｈ27・H28】
立谷川：施設建設の継続実施
川口　：施設建設事業に着手、地域振興関連事業の実施

課題等 　山形広域環境事務組合の構成市として整備の進捗を管理していく。

エネルギー回収施設整
備事業

257,891 179,426 105,386

0309,178 239,558 0 0

評
価
結
果

内容

【評価】
　① 市民・事業者との連携によるごみ減量の推進
  各主要事業の実施により、多くの市民にごみの減量を実践してもらうことができ、ごみ減量と再資源化
 が進んでいる。

　② 適正な廃棄物処理体制の充実
  ２つのエネルギー回収施設ともに計画どおり事業が進行している。

【課題】

【今後の方向性】
　① 市民・事業者との連携によるごみ減量の推進
  ごみ減量と再資源化を促進するため、多くの市民に各主要事業に対する理解と参加を周知していく。

　② 適正な廃棄物処理体制の充実
  山形広域環境事務組合の構成市として、引き続きエネルギー回収施設整備の進捗を管理していく。

390,359
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